




































 1.1 研究背景 
  1.1.1 地域循環圏 
   (1) 循環型社会形成推進基本計画における位置づけ 
   (2) 地域循環圏とは 
  1.1.2 廃棄物等の流通実態 
 1.2 研究目的 
 1.3 既往研究のレビューと本研究の特徴 
 1.4 本論文の構成 
 
２章 輸送問題を適用した廃棄物等の輸送距離最適化 
 2.1 概説 
 2.2 定式化 
 2.3 使用データ 
  2.3.1 廃棄物等の移動量 
   (1) 産業廃棄物の移動量 
   (2) 容器包装リサイクルの移動量 
  2.3.2 移動距離 
   (1) 自動車輸送距離 
   (2) 鉄道輸送距離 
   (3) 海上輸送距離 
  2.3.3 輸送機関別輸送分担率の推計 
   (1) 輸送距離区分の設定 
   (2) 輸送機関別輸送分担率の推計方法 
   (3) 輸送機関別輸送分担率の推計結果 
 2.4 最適化結果 
 2.5 本章のまとめ 
 
３章 廃棄物等の移動距離・移動量に関する要因分析 
 3.1 概説 
 3.2 廃棄物等の移動距離に関する要因分析 
  3.2.1 分析フロー 
  3.2.2 全国集計データを用いた要因分析 
   (1) 特性データの設定 
ii 
 
   (2) 産業廃棄物最終処分場残余年数の算出 
   (3) 要因分析の結果 
  3.2.3 都道府県データを用いた要因分析 
   (1) 特性データの設定 
   (2) 要因分析の結果 
    a) 燃え殻（排出側都道府県に関して） 
    b) 燃え殻（受入側都道府県に関して） 
    c) 品目別比較 
  3.2.4 廃プラスチックと廃 PET ボトルの比較 
   (1) 特性データの設定 
   (2) 要因分析の結果 
 3.3 廃棄物等の移動量に関する要因分析 
  3.3.1 Gravity Model の概要 
  3.3.2 産業廃棄物を対象とした分析 
   (1) 特性データの設定 
   (2) 品目横断による分析結果 
   (3) 品目別データによる分析結果 
  3.3.3 産業廃棄物および廃 PET ボトルを対象とした分析 
   (1) 特性データの設定 
   (2) 品目横断による分析結果 
   (3) 品目別データを用いた分析結果 
  3.3.4 再商品化手法の違いに関する分析 
   (1) 特性データの設定 
   (2) 分析結果 
 3.4 本章のまとめ 
 
４章 犠牲量モデルを用いた輸送距離最適化モデルの改善 
 4.1 序論 
 4.2 モデルの概要と定式化 
 4.3 時間価値原単位の概念と算出 
 4.4 分析結果 
 4.5 本章のまとめ 
 
５章 地域特性および品目特性を考慮した最適空間規模導出モデル 
 5.1 概説 
 5.2 最適空間規模導出モデルの構築 
iii 
 
  5.2.1 支配パラメータ 
   (1) 発生密度 
   (2) 輸送効率 
   (3) スケールファクター 
  5.2.2 パラメータの入手方法および推計方法 
   (1) アンケート調査・ヒアリング調査によるパラメータの入手および推計 
    a) アンケート調査・ヒアリング調査の概要 
    b) 調査データを用いたスケールファクターの推計 
   (2) 廃棄物の流通実態データを用いたスケールファクターの推計 
    a) 推計方法 
    b) 推計結果 
  5.2.3 支配パラメータが空間スケールに与える影響 
   (1) スケールファクターと積載率の関係 
    a) スケールファクターと積載率を変化させたときの循環スケールの変化 
    b) スケールファクターと積載率の分布 
  5.2.4 最適空間規模導出モデル 
 5.3 最適空間規模導出モデルの感度分析 
 5.4 中間処理の違いによるモデルの検証 
 5.5 売却単価と有価値物含有割合を用いたモデルの検証 
 5.6 総費用最小化計算による資源循環拠点立地シミュレーション 
  5.6.1 分析方法 
   (1) 設定パラメータ 
   (2) 対象地域区分 
   (3) 堆肥の需要量の推計 
  5.6.2 分析結果 
 5.7 本章のまとめ 
 
６章 紙おむつ分別リサイクルを対象とした総合評価 
 6.1 概説 
 6.2 使用済み紙おむつのマテリアルリサイクルのライフサイクルインベントリ分析 
  6.2.1 紙おむつリサイクルの背景 
  6.2.2 使用済み紙おむつのマテリアルリサイクルのライフサイクルインベントリ分析 
   (1) リサイクルシステムの概要 
   (2) 評価対象の設定とシステム境界 
   (3) 分析方法 
    a) 評価対象データ 
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    b) 二酸化炭素排出量原単位の設定 
    c) 輸送工程の設定 
    d) 焼却処理・埋立処分の設定 
    e) 石炭の代替必要量の設定 
    f) 肥料の代替必要量の設定 
    g) し尿の設定 
    h) パルプの設定 
    i) その他の温室効果ガス排出原単位の設定 
   (4) 分析結果 
 6.3 紙おむつ分別リサイクルを対象とした総合評価 
  6.3.1 評価対象の概要 
  6.3.2 紙おむつ分別・リサイクル事業の総合評価 
  6.3.3 紙おむつ分別・リサイクルの総合評価 
   (1) 分析手法 
   (2) 総合評価のフレーム 
   (3) アンケート調査概要 
   (4) 分析結果 
    a) 回答者属性 
    b) 総合評価 


































定され、概ね５年程度で見直しを行うこととされている。平成 15 年 3 月に閣議決定された第１次
循環型社会形成推進基本計画３）では経済社会におけるものの流れ全体を把握するための物質フロ
ー指標と、循環型社会の形成に向けた各主体の施策・取り組みの進展度を測るための取り組み指




































 地域循環圏は、平成 20 年 3 月に閣議決定された「第２次循環型社会推進基本計画」で、初めて


















































 環境省の統計データを用いて算出した平均距離を図 1.1 に、福岡県の調査データを用いて算出
した平均距離を図 1.2 に示す。（使用した距離データについては 2.2.2 項に記す。）環境省の統計デ










図 1.1 産業廃棄物品目別平均輸送距離（平成 16，17，18 年度） 
 
 

























































国内での廃棄物の移動へ応用した例もなく、伊藤ら 16）によって E-waste を対象に国際移動に関
する研究が存在するのみである。地域循環圏の分析に繋げることを考慮すると、輸送トンキロを
目的関数として最適化問題を解くことに加え、産業廃棄物 20 品目に加え、廃 PET ボトル等の循
環資源を対象として最適化問題を解き、品目別の分析を実施する意義は大きいと考えられる。加








































































尹 共同輸送による総費用最小化のモデルを構築 9) 
Barros A.I. ら 建設廃棄物を対象に、固定費用と輸送費用などを考慮した層コスト最小化の施設配
置問題としてモデルを構築 
10) 

















































































韋 評価段階を２段階に分け、地域冷暖房の評価を行った研究 30) 
地域循環圏の具現化を目的に行われた研究・調査 










































































10) Barros A.I., Dekker R. and Scholten V., A two-level network for recycling sand: A case 
study, European Journal of Operational Research, Vol.110, pp.199-214, 1998 
11) Lu Z. and Bostel N., A facility location model for logistics including neverse flows: The 
case of remanufacturing activities, Computers & Operations Research, Vol.34, pp.595-323, 
2007 
12) 佐藤雅俊・吉田登：産業廃棄物広域移動マイレージの変化構造と施設能力増加によるマイレ




































30) 韋新東：多基準分析法による地域冷暖房の総合評価に関する考察 その１既存 DHC の総合
評価，2000 
31) 環境省：平成 23 年度地域循環圏形成推進に向けた検討会 
32) 齋藤修：地域循環圏形成と生態系サービス管理をめぐるインターリンケージについての基礎
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               (2.3) 
式の変数を以下に説明する。 
添え字 i  ：排出側都道府県 
  j  ：受入側都道府県 
  k  ：輸送機関（自動車輸送、鉄道輸送、海上輸送） 
変数 L  ：総輸送トンキロ 
  ijw  ：都道府県 iから都道府県 j への輸送量 
  ijkl  ：都道府県 iから都道府県 j への輸送機関 k で輸送したときの輸送距離 
  
IW  ：都道府県 iの総発生量 
  JW  ：都道府県 j の総受入量 













































※ 全国時刻表は平成 20 年以降、発行停止・絶版となっており「全国 TIMETABLE」も平成 20



























 輸送距離区分は貨物地域流動調査（平成 20 年度分）９）を参考に、以下のように設定した。 
 100km未満 
 100km以上 300km 未満 
 300km以上 500km 未満 
 500km以上 750km 未満 
























 以上の設定を踏まえて推計した輸送距離帯別輸送機関分担率を図 2.1 に示す。推計結果より、
輸送距離が 500km 以上になると海上輸送の割合が増え、1,000km を超えると鉄道輸送の割合が




図 2.1 輸送機関別輸送分担率 
 
2.4 最適化結果 
 最適化計算結果を図 2.2 に示す。図 2.2 より全ての品目において、最適結果の方が輸送距離が
短くなることがわかった。産業廃棄物の全種類の総輸送距離は 1,666 千万 t･km、容器包装リサイ
クルの総輸送距離は20,925万 t･kmであったが、最適化後の輸送距離はそれぞれ1,077千万 t･km、
14,916 万 t･km、削減距離はそれぞれ約 588.6t･km、約 6,008 万 t･km となり、削減率もそれぞ
れ約 35.5%、約 28.7%であった。産業廃棄物を品目毎にみてみると、最も削減距離が長かったも












































































図 2.2 平均輸送距離および最適化の結果 
















3) 国土交通省：道路時刻表「全国 TIMETABLE」 
4) 国土地理院 HP 
5) JR 貨物 HP：コンテナ時刻表 
6) 国土交通省：第８回全国貨物純流動調査報告書（物流センサス），2008 
7) JR 貨物 HP：エネルギー使用量・CO2排出量計算シート 
8) 海上保安庁：距離表，2003 
















































































































































































































的に分析する。3.2 節および 3.3 節の構成、対象品目については以下に記す。 
 




 3.3.2 項：産業廃棄物 20 品目を対象に全国の集計データを用いて品目を横断で分析 
 3.2.3 項：産業廃棄物 20 品目それぞれについて、品目毎に分析 
 3.2.4 項：循環資源に着目した分析 




 3.3 節では、3.3.1 項で Gravity Model について説明を行う。3.3.2 項～3.3.4 項の対象とした品
目は以下に示す通りで、各項は(1)で特性データの設定について説明を行い、(2)以降分析結果を示
す。 
 3.3.2 項：産業廃棄物を対象に分析 
 3.3.3 項：産業廃棄物と廃 PET ボトルを対象に分析 

























































 分析結果のアイテムレンジを表 3.1 に、カテゴリ数量のグラフを図 3.2 に示す。4 つの特性デー
タの中ではジニ係数が最も大きな値を示しており受け入れ側の処理施設の分布の偏在性が輸送距
離に最も影響を与えていることを示している。ジニ係数のカテゴリ数量に注目してみると、カテ
ゴリ 1 と 3 の場合にマイナスの値を示しており、施設の分布の偏りが比較的小さい場合及び大き
い場合に輸送距離が短くなる傾向にあることが分かった。ここでジニ係数と平均輸送距離の関係
に注目してみると、平均輸送距離が 50km～120km でジニ係数が比較的小さいグループ、平均輸
送距離が 200km を超えるグループ、平均輸送距離が 50km～100km でジニ係数が大きいグルー















表 3.1 数量化理論Ⅰ類の分析結果：全国集計データ 
 
特性データ データ数ｶﾃｺﾞﾘ数量ｱｲﾃﾑﾚﾝｼﾞ
１： 1,500ヶ所未満 10 4.22
２： 1,500ヶ所以上3,000ヶ所未満 4 1.29
３： 3,000ヶ所以上 5 -9.48
１： 250t/日未満 6 -3.28
２： 250t/日以上400t/日未満 9 -15.58
３： 400t/日以上 4 39.97
１： 0.60未満 9 -7.60
２： 0.60以上0.75未満 4 48.13
３： 0.75以上 6 -20.68
１： 24.7万円/t未満 8 -0.41
２： 24.7万円/t以上41.1万円/t未満 8 -0.03














図 3.2 数量化理論Ⅰ類の分析結果：全国集計データ（カテゴリ数量） 
 
 











































































































 分析結果のアイテムレンジを表 3.2 に、カテゴリ数量のグラフを図 3.4 に示す。アイテムレン
ジに注目してみると、処理可能量が最も大きな値を示している。アイテムレンジに注目してみる
と、20 千 t 未満つまり排出量の方が受入量より 20 千 t 上回っている場合、輸送距離は短くなる
傾向にあり、20 千 t 以上つまり排出量よりも受入量の方が 20 千 t 上回っている場合に輸送距離
は長くなる傾向にあることが分かる。アイテムレンジが 2 番目に大きな値を示しているのは平均




表 3.2 数量化理論Ⅰ類の分析結果：排出側都道府県に関する都道府県データ 
 
特性データ データ数 ｶﾃｺﾞﾘ数量 ｱｲﾃﾑﾚﾝｼﾞ
１： 3 ヶ所未満 5 174.88
２： 3 ヶ所以上 13 ヶ所未満 23 -33.32
３： 13 ヶ所以上 30 ヶ所未満 16 -35.62
４： 30 ヶ所以上 3 154.00
１： 100 t/日未満 14 32.84
２： 100 t/日以上 500 t/日未満 29 -23.00
３： 500 t/日以上 1,000 t/日未満 2 96.09
４： 1,000 t/日以上 2 7.53
１： 13.7 万円/t未満 12 4.42
２： 13.7 万円/t以上 27.4 万円/t未満 6 32.95
３： 27.4 万円/t以上 54.8 万円/t未満 24 29.61
４： 54.8 万円/t以上 5 -192.28
１： 1,200 t未満 17 -5.22
２： 1,200 t以上 6,000 t未満 9 64.54
３： 6,000 t以上 10,000 t未満 18 -32.98
４： 10,000 t以上 3 33.83
１： -20 千t未満 8 -72.01
２： -20 千t以上 20 千t未満 23 -57.33
３： 20 千t以上 70 千t未満 4 159.42
４： 70 千t以上 12 104.74
１： 3.0 年未満 7 33.39
２： 3.0 年以上 13.0 年未満 26 18.80
３： 13.0 年以上 30.0 年未満 12 -33.31
４： 30.0 年以上 2 -161.39
１： 8 35.78
２： 海に面しているがリサイクルポートを持っていない都道府県 23 31.41

















































































図 3.5 数量化理論Ⅰ類の分析結果：受入側都道府県に関する都道府県データ 
（カテゴリ数量） 
特性データ データ数 ｶﾃｺﾞﾘ数量 ｱｲﾃﾑﾚﾝｼﾞ
１： 3 ヶ所未満 5 -34.14
２： 3 ヶ所以上 13 ヶ所未満 23 -11.20
３： 13 ヶ所以上 30 ヶ所未満 16 -8.94
４： 30 ヶ所以上 3 190.44
１： 100 t/日未満 14 -28.54
２： 100 t/日以上 500 t/日未満 29 -5.80
３： 500 t/日以上 1,000 t/日未満 2 23.46
４： 1,000 t/日以上 2 260.36
１： 13.7 万円/t未満 12 -21.65
２： 13.7 万円/t以上 27.4 万円/t未満 6 36.88
３： 27.4 万円/t以上 54.8 万円/t未満 24 5.41
４： 54.8 万円/t以上 5 -18.28
１： 1,200 t未満 17 28.31
２： 1,200 t以上 6,000 t未満 9 -17.42
３： 6,000 t以上 10,000 t未満 18 14.55
４： 10,000 t以上 3 -195.44
１： -20 千t未満 8 95.98
２： -20 千t以上 20 千t未満 23 -21.88
３： 20 千t以上 70 千t未満 4 -58.06
４： 70 千t以上 12 -2.70
１： 3.0 年未満 7 31.92
２： 3.0 年以上 13.0 年未満 26 -0.85
３： 13.0 年以上 30.0 年未満 12 -12.44
４： 30.0 年以上 2 -26.02
１： 8 -50.80
２： 海に面しているがリサイクルポートを持っていない都道府県 23 5.54

















































図 3.6 燃え殻における平均輸送距離と処理拠点数の散布図 
 
 





































































































表 3.4 都道府県別集計データを用いた品目別要因分析結果 
 
 
3.2.4 廃プラスチックと廃 PETボトルの比較 
(1) 特性データの設定 













搬出元 処理可能量 平均処理コスト 処理拠点数 最終処分場残余年数 処理プラントの平均規模 受入可能量 港湾
搬出先 処理プラントの平均規模 処理拠点数 受入可能量 処理可能量 港湾 平均処理コスト 最終処分場残余年数
搬出元 処理拠点数 受入可能量 港湾 処理プラントの平均規模 平均処理コスト 最終処分場残余年数 処理可能量
搬出先 平均処理コスト 処理可能量 処理拠点数 受入可能量 処理プラントの平均規模 最終処分場残余年数 港湾
搬出元 港湾 最終処分場残余年数 平均処理コスト 受入可能量 処理拠点数 処理可能量 処理プラントの平均規模
搬出先 処理可能量 平均処理コスト 処理プラントの平均規模 最終処分場残余年数 処理拠点数 受入可能量 港湾
搬出元 受入可能量 処理プラントの平均規模 最終処分場残余年数 処理可能量 港湾 平均処理コスト 処理拠点数
搬出先 処理可能量 受入可能量 最終処分場残余年数 処理プラントの平均規模 港湾 処理拠点数 平均処理コスト
搬出元 受入可能量 平均処理コスト 処理可能量 最終処分場残余年数 処理プラントの平均規模 港湾 処理拠点数
搬出先 処理プラントの平均規模 受入可能量 処理可能量 処理拠点数 平均処理コスト 最終処分場残余年数 港湾
搬出元 処理拠点数 港湾 受入可能量 平均処理コスト 最終処分場残余年数 処理可能量 処理プラントの平均規模
搬出先 処理可能量 平均処理コスト 受入可能量 最終処分場残余年数 処理拠点数 処理プラントの平均規模 港湾
搬出元 処理拠点数 受入可能量 処理プラントの平均規模 港湾 平均処理コスト 最終処分場残余年数 処理可能量
搬出先 処理可能量 受入可能量 処理プラントの平均規模 最終処分場残余年数 平均処理コスト 処理拠点数 港湾
搬出元 処理拠点数 受入可能量 処理プラントの平均規模 平均処理コスト 最終処分場残余年数 処理可能量 港湾
搬出先 処理拠点数 受入可能量 処理可能量 平均処理コスト 最終処分場残余年数 処理プラントの平均規模 港湾
搬出元 受入可能量 処理拠点数 処理プラントの平均規模 最終処分場残余年数 港湾 処理可能量 平均処理コスト
搬出先 処理可能量 処理拠点数 平均処理コスト 処理プラントの平均規模 受入可能量 最終処分場残余年数 港湾
搬出元 処理プラントの平均規模 受入可能量 平均処理コスト 最終処分場残余年数 処理可能量 港湾 処理拠点数
搬出先 処理可能量 受入可能量 処理プラントの平均規模 平均処理コスト 処理拠点数 港湾 最終処分場残余年数
搬出元 処理可能量 処理プラントの平均規模 受入可能量 処理拠点数 平均処理コスト 港湾 最終処分場残余年数
搬出先 処理可能量 処理プラントの平均規模 受入可能量 処理拠点数 最終処分場残余年数 平均処理コスト 港湾
搬出元 処理拠点数 受入可能量 処理可能量 平均処理コスト 処理プラントの平均規模 最終処分場残余年数 港湾
搬出先 処理拠点数 受入可能量 処理可能量 港湾 平均処理コスト 処理プラントの平均規模 最終処分場残余年数
搬出元 受入可能量 処理拠点数 平均処理コスト 最終処分場残余年数 処理可能量 港湾 処理プラントの平均規模
搬出先 受入可能量 処理拠点数 処理プラントの平均規模 処理可能量 平均処理コスト 最終処分場残余年数 港湾
搬出元 処理プラントの平均規模 処理拠点数 受入可能量 処理可能量 平均処理コスト 港湾 最終処分場残余年数
搬出先 処理可能量 処理プラントの平均規模 受入可能量 処理拠点数 最終処分場残余年数 港湾 平均処理コスト
搬出元 受入可能量 処理プラントの平均規模 処理可能量 最終処分場残余年数 処理拠点数 港湾 平均処理コスト
搬出先 受入可能量 処理可能量 処理プラントの平均規模 処理拠点数 平均処理コスト 最終処分場残余年数 港湾
搬出元 受入可能量 処理プラントの平均規模 処理可能量 最終処分場残余年数 港湾 平均処理コスト 処理拠点数
搬出先 平均処理コスト 受入可能量 処理拠点数 処理可能量 処理プラントの平均規模 最終処分場残余年数 港湾
搬出元 受入可能量 平均処理コスト 処理可能量 処理プラントの平均規模 処理拠点数 最終処分場残余年数 港湾
搬出先 処理可能量 平均処理コスト 処理プラントの平均規模 受入可能量 処理拠点数 最終処分場残余年数 港湾
搬出元 処理プラントの平均規模 平均処理コスト 受入可能量 処理可能量 処理拠点数 港湾 最終処分場残余年数



































図 3.8 移動距離に関する要因分析の結果（カテゴリ数量） 
 
3.3 廃棄物等の移動量に関する要因分析 
3.3.1 Gravity Modelの概要 
 本章では、産業廃棄物及び廃 PET ボトルを対象とし、Gravity Model を用いて移動量に関する
要因の分析を行う。 
排出 受入 排出 受入 排出 受入 排出 受入
処理拠点数１ カテゴリ１ 65ヶ所未満 2ヶ所未満 -26.28 -15.10 15.98 -17.00
処理拠点数２ カテゴリ２ 65ヶ所以上120ヶ所未満 2ヶ所以上3ヶ所未満 -2.77 13.25 -60.21 22.31
処理拠点数３ カテゴリ３ 120ヶ所以上200ヶ所未満 3ヶ所以上4ヶ所未満 22.28 1.56 -19.91 6.44
処理拠点数４ カテゴリ４ 200ヶ所以上 4ヶ所以上 57.47 7.56 63.17 39.71
処理可能量１ カテゴリ１ -33ｔ/日未満 -5,000ｔ/日未満 -2.79 86.80 -19.11 7.87
処理可能量２ カテゴリ２ -33t/日以上33ｔ/日未満 -5,000t/日以上-50ｔ/日未満 -2.70 -35.54 -45.93 19.89
処理可能量３ カテゴリ３ 33t/日以上300ｔ/日未満 -50t/日以上1,200ｔ/日未満 3.59 -49.10 18.82 -21.96
処理可能量４ カテゴリ４ 300ｔ/日以上 1,200ｔ/日以上 23.26 -54.26 20.39 -8.65
最終処分場残余年数１ カテゴリ１ -3.92 -37.46 -1.32 -43.99
最終処分場残余年数２ カテゴリ２ 2.44 -3.38 -8.47 14.82
最終処分場残余年数３ カテゴリ３ 5.35 0.88 -0.26 6.72
最終処分場残余年数４ カテゴリ４ -12.09 50.35 24.94 -5.52
リサイクルポートの立地１ カテゴリ１ 50.32 6.29 -19.58 24.04
リサイクルポートの立地２ カテゴリ２ -9.38 -7.77 19.17 14.47











































廃プラスチック類（排出） 廃プラスチック類（受入） 廃ＰＥＴボトル類（排出） 廃ＰＥＴボトル類（受入）
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モデル式に用いた変数を以下で説明する。 
添え字 i  ：排出側都道府県 
  j  ：受入側都道府県 
変数 ijM  ：都道府県 から都道府県 へ輸送した廃棄物の輸送量 
  C  ：処理拠点数２） 
  S  ：処理プラントの平均規模２） 
  T  ：処理施設の年間売上高２） 
  D  ：最終処分場の残余年数 
  O  ：内陸ダミー 
  R  ：リサイクルポートダミー 




























処理拠点数（排出側） 0.098 0.235 0.129 0.287 0.171 0.196 0.144 0.104 0.134
(4.21) ** (2.63) ** (2.86) ** (5.05) ** (1.98) * (2.67) ** (3.42) ** (0.94) (2.22) *
処理拠点数（受入側） 0.079 0.289 0.239 0.184 0.401 0.281 0.006 0.004 0.118
(3.41) ** (3.12) ** (4.96) ** (3.13) ** (4.26) ** (3.27) ** (0.14) (0.04) (1.97) *
処理プラントの平均規模（排出側） -0.006 -0.102 0.062 0.045 -0.031 0.041 -0.040 0.007 -0.070
(-0.32) (-1.24) (1.50) (0.94) (-0.40) (0.57) (-1.04) (0.07) (-1.23)
処理プラントの平均規模（受入側） 0.124 0.261 0.132 0.097 0.074 0.126 -0.045 0.104 0.025
(6.46) ** (2.76) ** (3.08) ** (1.85) (0.71) (1.32) (-1.09) (0.96) (0.43)
処理施設の年間売上高（排出側） 0.043 -0.045 0.085 -0.094 -0.016 0.016 0.057 0.065 0.031
(2.36) * (-0.52) (1.81) (-1.53) (-0.22) (0.20) (1.37) (0.61) (0.52)
処理施設の年間売上高（受入側） -0.057 -0.044 -0.143 -0.042 -0.135 -0.110 -0.072 -0.025 -0.104
(-3.10) ** (-0.48) (-3.20) ** (-0.73) (-1.35) (-1.14) (-1.64) (-0.25) (-1.79)
最終処分場残余年数（排出側） 0.003 0.183 -0.016 -0.042 0.059 0.058 -0.112 -0.028 -0.016
(0.13) (1.72) (-0.36) (-0.79) (0.70) (0.76) (-2.42) * (-0.24) (-0.24)
最終処分場残余年数（受入側） -0.009 0.138 -0.084 0.175 -0.005 0.058 -0.018 -0.025 0.014
(-0.48) (1.02) (-1.94) (3.37) ** (-0.05) (0.68) (-0.41) (-0.22) (0.23)
内陸ダミー（排出側） 0.019 -0.259 0.020 -0.011 -0.059 -0.033 0.126 0.132 0.024
(3.21) ** (0.68) (-0.16) (-1.83) (-0.60) (-0.03) (0.48) (0.60) (0.92)
内陸ダミー（受入側） 0.019 -0.259 0.020 -0.011 -0.059 -0.033 0.126 0.132 0.024
(0.96) (-1.72) (0.45) (-0.17) (-0.61) (-0.36) (2.89) ** (1.05) (0.38)
リサイクルポートダミー（排出側） 0.035 -0.026 0.045 0.026 0.073 -0.009 0.063 0.066 0.029
(1.91) (-0.28) (0.98) (0.45) (0.98) (-0.13) (1.39) (0.55) (0.44)
リサイクルポートダミー（受入側） 0.055 0.050 0.065 0.093 0.035 0.032 -0.003 0.044 0.026
(3.18) ** (0.48) (1.46) (1.63) (0.49) (0.44) (-0.08) (0.40) (0.44)
距離 -0.484 -0.535 -0.680 -0.718 -0.599 -0.577 -0.601 -0.555 -0.651
(-30.83) ** (-5.83) ** (-16.90) ** (-14.89) ** (-8.54) ** (-8.68) ** (-14.98) ** (-5.97) ** (-12.16) **
処理拠点数（排出側） -0.268 0.126 -1.316 0.126 0.128 0.389 0.130 0.362
(-0.90) (1.11) (-1.19) (1.47) (2.10) * (4.93) ** (2.55) * (4.08) **
処理拠点数（受入側） 0.512 0.230 1.319 -0.044 0.151 0.300 0.148 0.498
(1.60) (1.97) (1.08) (-0.48) (2.57) * (3.31) ** (2.83) ** (4.64) **
処理プラントの平均規模（排出側） 0.257 0.054 -0.285 0.028 -0.102 -0.129 -0.107 0.062
(0.62) (0.43) (-0.42) (0.40) (-1.87) (-1.52) (-2.14) * (0.53)
処理プラントの平均規模（受入側） -0.257 -0.074 -0.350 0.066 0.080 0.318 0.075 -0.238
(-0.62) (-0.62) (-0.30) (0.87) (1.52) (3.24) ** (1.48) (-1.90)
処理施設の年間売上高（排出側） -0.394 -0.128 0.762 0.038 0.036 -0.030 -0.033 -0.017
(-0.83) (-1.02) (0.92) (0.53) (0.54) (-0.32) (-0.63) (-0.12)
処理施設の年間売上高（受入側） 0.325 0.125 -1.038 -0.154 -0.162 -0.161 0.006 -0.014
(0.66) (1.01) (-1.76) (-2.18) * (-2.83) ** (-1.60) (0.10) (-0.11)
最終処分場残余年数（排出側） -0.239 0.013 -1.312 0.007 -0.063 0.064 -0.109 -0.137
(-0.88) (0.11) (-0.86) (0.09) (-0.93) (0.56) (-1.87) (-0.96)
最終処分場残余年数（受入側） 0.117 0.278 1.353 0.061 -0.166 0.061 0.033 0.136
(0.40) (2.25) * (0.93) (0.78) (-2.82) ** (0.46) (0.55) (1.03)
内陸ダミー（排出側） 0.000 -0.117 -1.127 0.017 0.031 -0.172 -0.047 -0.325
(0.14) (0.12) (0.55) (0.37) (1.86) (-0.31) (2.28) * (2.23) *
内陸ダミー（受入側） 0.000 -0.117 -1.127 0.017 0.031 -0.172 -0.047 -0.325
(0.00) (-0.91) (-0.99) (0.20) (0.49) (-1.12) (-0.84) (-2.38) *
リサイクルポートダミー（排出側） 0.434 0.010 -0.587 0.026 0.054 -0.016 -0.027 -0.271
(1.54) (0.10) (-0.85) (0.34) (0.93) (-0.17) (-0.49) (-2.72) **
リサイクルポートダミー（受入側） -0.200 0.034 1.060 0.123 -0.042 0.014 -0.023 0.047
(-0.72) (0.34) (1.51) (1.61) (-0.74) (0.15) (-0.43) (0.44)
距離 -0.359 -0.545 0.413 -0.611 -0.662 -0.719 -0.754 -0.399








鉱さい がれき類 ばいじん繊維くず 動物性残さ ゴムくず 金属くず
















 産業廃棄物及び廃 PET ボトルを対象とした場合について、用いた重力モデルの式を以下に示す。 
 
1110987654321  ijijjjijijijiij BdKYYWWGGNNM         (3.2) 
モデル式に用いた変数の説明を以下に示す。 
添え字 i  ：排出側都道府県 
  j  ：受入側都道府県 
変数 ijM  ：都道府県 i から都道府県 j へ輸送した廃棄物の輸送量 
  N  ：人口５） 
  G  ：県内総生産６） 
  W  ：最終処分場の残余年数 
  Y  ：製造品出荷額（合計）７） 
  K  ：製造品出荷額（窯業・土石製品製造業）７） 
  ijd  ：都道府県 i と都道府県 j 間の距離 












 産業廃棄物及び廃 PET ボトルを対象として、重力モデルを用いて分析した結果を図表 4-2 に示
す。ここでは、全変数を使用すると説明力の高い分析結果を示すことができなかったため、重回







 表 3.7 には、同時に品目別の分析結果も掲載している。分析結果から、産業廃棄物のみを対象
とした場合と同様に、距離が大きく影響いていることがわかった。また、物質の性状が似ている
産業廃棄物の廃プラスチック類と一般廃棄物の廃 PET ボトル類の輸送距離の影響に着目してみ













654321  ijiijjiij dOOSNPM              (3.3) 
モデルに使用した変数に説明する。 
添え字 i  ：排出側都道府県 
  j  ：受入側都道府県 
変数 ijM  ：都道府県 i から都道府県 j へ輸送した廃棄物の輸送量 
  P  ：落札単価 
  N  ：人口５） 
  S  ：処理プラントの規模 
  O  ：海に面しているか否か 












人口（排出側都道府県） 0.104 0.087 0.258 -0.368
(3.81) ** (3.17) ** (6.47) ** (-1.20)
人口（受入側都道府県） 0.355 0.316 0.743 0.407 0.906 0.291
(4.54) ** (3.92) ** (3.75) ** (1.57) (2.93) ** (2.75) **
県内総生産（排出側都道府県） 0.195 0.490
(1.80) (1.61)
県内総生産（受入側都道府県） -0.330 -0.249 -0.661 -0.325 -0.710
(-4.03) ** (-3.01) ** (-3.19) ** (-1.26) (-2.29) *
最終処分場残余年数（排出側都道府県） 0.066 0.055 0.213 0.066 0.109
(4.08) ** (3.30) ** (3.20) ** (1.64) (0.08)
最終処分場残余年数（受入側都道府県） 0.028 -0.098 0.188 0.084
(1.69) (-1.43) (3.66) ** (1.35)
製造品出荷額（合計）（排出側都道府県） 0.030 0.041 0.227 -0.125 0.119
(1.11) (1.49) (4.56) ** (-1.15) (1.10)
製造品出荷額（合計）（受入側都道府県） -0.079 -0.113 -0.325 -0.168 -0.355
(-2.16) * (-3.09) ** (-2.34) * -1.9171 (-2.60) *
製造品出荷額（窯業・土石製品製造業）（受入側都道府県） 0.063 0.053 0.401 0.227 0.076 0.181
(2.23) * (1.86) (2.97) ** (3.29) ** (1.13) (1.66)
距離 -0.470 -0.433 -3.108 -0.618 -0.631 -0.466 -0.492
(-30.67) ** (-28.16) ** (-4.54) ** (-15.39) ** (-12.62) ** (-7.97) ** (-8.59) **
都道府県境ﾀﾞﾐｰ -0.184 -0.153 -0.186 -0.109 -0.088 -0.167 -0.180
(-12.14) ** (-10.07) ** (-2.83) ** (-2.72) ** (-1.80) (-2.88) ** (-3.14) **
人口（排出側都道府県） 0.438 0.230 0.745 0.117
(2.42) * (1.35) (2.14) * (1.78)
人口（受入側都道府県） 0.248 0.342 2.281
(3.25) ** (2.09) * (1.85)
県内総生産（排出側都道府県） -0.227 0.213 0.188 -0.476
(-1.27) (1.96) (2.20) * (-1.44)
県内総生産（受入側都道府県） -0.487 -1.741
(-3.53) ** (-1.38)
最終処分場残余年数（排出側都道府県） -0.046 0.071 0.133 0.066
(-1.13) (1.03) (1.71) (1.04)
最終処分場残余年数（受入側都道府県） 0.053 0.085
(1.07) (1.15)
製造品出荷額（合計）（排出側都道府県） -0.139 -0.108 -0.168 -0.689
(-1.27) (-1.27) (-1.14) (-2.70) *
製造品出荷額（合計）（受入側都道府県） 0.366
(1.98) *
製造品出荷額（窯業・土石製品製造業）（受入側都道府県） -0.066 0.176 -0.111
(-1.83) (1.38) (-1.88)
距離 -0.652 -0.617 -0.642 -0.401 -0.526 -0.629
(-16.21) ** (-9.10) ** (-13.12) ** (-3.74) ** (-7.57) ** (-11.02) **
都道府県境ﾀﾞﾐｰ -0.183 -0.602 -0.295 -0.495 -0.347 -0.372
(-4.56) ** (-9.08) ** (-5.96) ** (-4.35) ** (-5.26) ** (-6.64) **
人口（排出側都道府県） 0.658 -0.657
(2.73) ** (-1.57)
人口（受入側都道府県） -0.159 0.836 0.419
(-1.79) (2.36) * (1.14)
県内総生産（排出側都道府県） -0.346 -0.152 0.315 0.982
(-1.53) (-1.29) (4.36) ** (2.07) *
県内総生産（受入側都道府県） -0.754 -0.644
(-2.15) * (-1.75)
最終処分場残余年数（排出側都道府県） 0.059 0.135 0.051 0.217 0.297 -0.161
(1.10) (1.88) (1.16) (1.52) (4.48) ** (-1.94)
最終処分場残余年数（受入側都道府県） -0.122 0.077 0.428 -0.164
(-2.37) * (1.10) (1.64) (-2.53) *
製造品出荷額（合計）（排出側都道府県） -0.167 0.417 -0.213 0.092 -0.429





距離 -0.690 -0.432 -0.746 -0.233 -0.352
(-14.09) ** (-6.37) ** (-17.39) ** (-3.47) ** (-4.87) **
都道府県境ﾀﾞﾐｰ -0.290 -0.086 -0.304 -0.238 -0.119







鉱さい がれき類 家畜ふん尿 家畜の死体 ばいじん 廃ＰＥＴボトル








































( 3.45 ) ** ( -4.96 ) **
排出側市区町村人口(人) 0.74 0.62




　　　ダミー変数（１：面している、０：面していない） ( 1.52 )
海に面しているか否か（処理施設） -0.08
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     (4.1) 







              (4.2) 







               (4.3) 
添え字 i ：排出側都道府県 
  j ：受入側都道府県 
  k ：輸送機関（自動車輸送、鉄道輸送、海上輸送） 
  n：地域ブロック（北海道、東北、関東、中部、近畿、中国・四国、九州） 
変数 C：総コスト 
  ijkw ：都道府県 i から都道府県 j へ輸送機関 k で運んだときの輸送量 
  ijkl ：都道府県 i から都道府県 j へ輸送機関 k で運んだときの輸送距離 
  
kc ：輸送機関 k の輸送単価 
   ：時間価値原単位 
  ijkt ：都道府県 iから都道府県 j へ輸送機関 k で運んだときの輸送時間 
  
il：鉄道輸送又は海上輸送を行う場合に、発生場所から駅又は港までの距離 
  jl  ：駅又は港から中間処理及び最終処分場までの距離 
   その距離はそれぞれ各都道府県において都道府県内輸送距離と同様の値を使用 














を用いた。平均を、標準偏差を とおくと、対数正規分布の確率密度関数  xf は下記のように
なる。 




























xf           (4.4) 
確率 xまでの累積密度関数を Pとすると、 
      
x



























































               (4.6) 











図 4.6 犠牲量モデルの概念図 
 













に算出を行ったところ、16.94 円/h であることがわかった 
4.4 分析結果 

































































































































































































































































 本章の構成を図 5.1 に示す。 
 























































                 (5.1) 












 式 5.1 に 1aC 、 1aS を代入し、スケールファクター0.2、0.5、0.7 と設定し、施設規模 bS を



















中間処理も行っている企業には、両方のアンケートを送付した。調査期間は、平成 24 年 6 月 20















福岡県産業廃棄物協会会員企業 32 215 185 432 
福岡県の産業廃棄物処理業者名簿で、 
事務所の所在地が県外の優良企業様 
0 10 1 11 
計 32 225 186 443 
回収
状況 
回収数 7 37 24 68 






















































 建設費のスケールファクターを推計した結果を表 5.3 に、散布図を図 5.3～5.5 に、近似した推
計式と決定係数を以下に示す。 
 全サンプル  
5458.0152.34 xy    4658.02 R         (5.2) 
 廃プラ   
3825.007.133 xy    6881.02 R         (5.3) 
 建設系   
3819.073.157 xy    3915.02 R         (5.4) 
 
表 5.3 スケールファクターの推計結果 
 スケールファクター サンプル数 
全サンプル 0.55 16 
廃プラ 0.38 3 
建設系 0.38 7 
 
 




















   
図 5.4 スケールファクターの推計結果     図 5.5 スケールファクターの推計結果 



















































































表 5.4 スケールファクターの推計結果 
 スケールファクター サンプル数 
化学系 0.50 2 
廃プラ 0.36 7 
資源系 0.44 3 
建設系 0.51 26 
ばいじん・燃え殻 0.42 5 
 
   
図 5.7 推計結果（化学系）         図 5.8 推計結果（廃プラ） 
   
図 5.9 推計結果（資源系）         図 5.10 推計結果（建設系） 
 







































































































































































































































































































































        (5.6) 
ここで、 i は対象地域、nは対象地域総数、aは輸送単価（円/t･km）、
il は対象地域 i と処理施設
間の距離（km）、
id は対象地域 i の廃棄物排出量（t/年）、Dは処理施設で処理を行った総量（t/
年）である。排出量
id と総量Dは１人あたりの排出原単位（t/人･年）と対象地域 i の人口 i（人）
を用いて以下のようになる。 
 







































          (5.9) 
ここで、 refD は基準とした処理施設 ref の設備規模（t-処理量/year）、 refdisposalCOST は基準とした














































































      rewDwD
D
COST re  1
1
  























































































































































































































































valueaddedCOST _ （円/t-処理量）は以下のようになる。 
47 
 
    rewDDR
D
COST valueadded  11
1
_   






totalvalueadded COSTCOST _ のとき、 
   0_  totalvalueadded COSTCOST の範囲内で、 
Max    DCOSTCOST totalvalueadded _           (5.16) 
 
5.3 最適空間規模導出モデルの感度分析 




 適用したクリスタラーの中心地理論の図を図 5.14 に示す。本節の解析では、都市 A に中間処理
施設が立地した場合、都市 B に中間処理施設が立地した場合、都市 C に中間処理施設が立地した
場合の３パターンを想定する。なお、都市 A の人口は 100 万人、都市 B の人口は 10 万人、都市
C の人口は 1 万人とした。 
 
 





 モデルへ適用するパラメータは表 5.5 に示す通りとした。なお、パラメータの設定が結果に大
きく影響を与えることが考えられるが、表 5.5 に示すパラメータを 10%～20%程度変化させても
考察に対して大きな変化が表れなかったため、この値を使用した。なお、含水率 0w 、リサイ
クル残渣率 0re 、中間処理後の輸送 0l と設定したため、排水処理およびリサイクル残渣処理、
中間処理後の輸送は対象外としている。 
 
表 5.5 設定したパラメータ一覧 
１人あたりの排出原単位 1 kg/人･年 
車輌トン数 10 t 車 
輸送単価 10 円/t･km 
基準とした処理施設の規模 10 t/year 
基準とした処理施設の処理単価 1,000 円/t 
時間価値原単位 500 円/h 
速度 41.6 km/h 
含水率 0 ％ 
リサイクル残渣率 0 ％ 
リサイクル料金による収入単価 0 円/t 
再生品の付加価値単価 100 円/t 
 
表 5.6 人口密度とスケールファクター、積載率の感度分析の結果 
表 5.6a 都市 A に中間処理施設が立地し、  表 5.6e 都市 B に中間処理施設が立地し、  表 5.6i 都市 C に中間処理施設が立地し、 
     総費用が最小になったときの距離      総費用が最小になったときの距離      総費用が最小になったときの距離 
 
表 5.6b 都市 A に中間処理施設が立地し、  表 5.6f 都市 B に中間処理施設が立地し、  表 5.6j 都市 C に中間処理施設が立地し、 
     総費用が最小になったときの処理量     総費用が最小になったときの処理量     総費用が最小になったときの処理量 
 
表 5.6c 都市 A に中間処理施設が立地し、  表 5.6g 都市 B に中間処理施設が立地し、  表 5.6k 都市 C に中間処理施設が立地し、 
    利益が最大になったときの距離        利益が最大になったときの距離       利益が最大になったときの距離 
 
表 5.6d 都市 A に中間処理施設が立地し、  表 5.6h 都市 B に中間処理施設が立地し、  表 5.6l 都市 C に中間処理施設が立地し、 




0.1 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2
0.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2
0.3 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2
0.4 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2
0.5 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2
0.6 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 61.4 61.4 61.4 61.4
0.7 17.2 17.2 17.2 17.2 61.4 61.4 61.4 61.4 61.4
0.8 17.2 17.2 17.2 61.4 61.4 61.4 61.4 61.4 61.4
0.9 17.2 17.2 17.2 17.2 61.4 61.4 61.4 61.4 61.4











0.1 17.2 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4
0.2 17.2 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4
0.3 17.2 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4
0.4 17.2 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4
0.5 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4
0.6 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4
0.7 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4
0.8 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 61.4 61.4 61.4
0.9 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4 61.4 61.4











0.1 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8
0.2 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8
0.3 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8
0.4 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8
0.5 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 29.8 45.8 45.8 45.8
0.6 29.8 29.8 29.8 29.8 45.8 51.6 51.6 51.6 51.6
0.7 29.8 29.8 29.8 51.6 51.6 51.6 51.6 51.6 51.6
0.8 29.8 29.8 51.6 51.6 51.6 51.6 51.6 51.6 51.6
0.9 29.8 29.8 29.8 51.6 51.6 51.6 51.6 51.6 51.6











0.1 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010
0.2 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010
0.3 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010
0.4 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010
0.5 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010
0.6 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 8,450 8,450 8,450 8,450
0.7 1,010 1,010 1,010 1,010 8,450 8,450 8,450 8,450 8,450
0.8 1,010 1,010 1,010 8,450 8,450 8,450 8,450 8,450 8,450
0.9 1,010 1,010 1,010 1,010 8,450 8,450 8,450 8,450 8,450











0.1 110 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470
0.2 110 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470
0.3 110 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470
0.4 110 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470
0.5 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470
0.6 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470
0.7 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470
0.8 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 7,550 7,550 7,550
0.9 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470 7,550 7,550











0.1 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250
0.2 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250
0.3 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250
0.4 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250
0.5 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 3,760 3,760 3,760
0.6 1,250 1,250 1,250 1,250 3,760 4,910 4,910 4,910 4,910
0.7 1,250 1,250 1,250 4,910 4,910 4,910 4,910 4,910 4,910
0.8 1,250 1,250 4,910 4,910 4,910 4,910 4,910 4,910 4,910
0.9 1,250 1,250 1,250 4,910 4,910 4,910 4,910 4,910 4,910











0.1 - 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 34.4 61.4
0.2 - 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 34.4 61.4
0.3 - - 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 61.4
0.4 - - - 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2 17.2
0.5 - - - - - - - - -
0.6 - - - - - - - - -
0.7 - - - - - - - - -
0.8 - - - - - - - - -
0.9 - - - - - - - - -











0.1 - - - - 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4
0.2 - - - - 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4
0.3 - - - - 34.4 34.4 34.4 34.4 34.4
0.4 - - - - - 34.4 34.4 34.4 34.4
0.5 - - - - - - - - -
0.6 - - - - - - - - -
0.7 - - - - - - - - -
0.8 - - - - - - - - -
0.9 - - - - - - - - -











0.1 - - 29.8 29.8 29.8 29.8 45.8 45.8 51.6
0.2 - - - 29.8 29.8 29.8 45.1 45.8 51.6
0.3 - - - 29.8 29.8 29.8 29.8 45.8 51.6
0.4 - - - - - - 29.8 29.8 45.8
0.5 - - - - - - - - -
0.6 - - - - - - - - -
0.7 - - - - - - - - -
0.8 - - - - - - - - -
0.9 - - - - - - - - -











0.1 - 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,670 8,450
0.2 - 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,670 8,450
0.3 - - 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 8,450
0.4 - - - 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010
0.5 - - - - - - - - -
0.6 - - - - - - - - -
0.7 - - - - - - - - -
0.8 - - - - - - - - -
0.9 - - - - - - - - -











0.1 - - - - 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470
0.2 - - - - 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470
0.3 - - - - 3,470 3,470 3,470 3,470 3,470
0.4 - - - - - 3,470 3,470 3,470 3,470
0.5 - - - - - - - - -
0.6 - - - - - - - - -
0.7 - - - - - - - - -
0.8 - - - - - - - - -
0.9 - - - - - - - - -











0.1 - - 1,250 1,250 1,250 1,250 3,760 3,760 4,910
0.2 - - - 1,250 1,250 1,250 2,540 3,760 4,910
0.3 - - - 1,250 1,250 1,250 1,250 3,760 4,910
0.4 - - - - - - 1,250 1,250 3,760
0.5 - - - - - - - - -
0.6 - - - - - - - - -
0.7 - - - - - - - - -
0.8 - - - - - - - - -
0.9 - - - - - - - - -


















するが、結果として空間スケールも大きくなることがわかった。（表 5.6a と表 5.6e・5.6i、








 堆肥化施設 メタン発酵施設 飼料化施設 
工程 パラメータ 変数 単位 設定値 出所 設定値 出所 設定値 出所 





可住地面積率 A   % 27.3  27.3  27.3  









車両トン数 T   t 車 2  2  2  
積載率 k   % 90  90  90  
時間価値原単位    円/h 16.8 5a ) 16.8 5a ) 16.8 5a ) 





輸送単価 a  円/t･km 28.5 8 ) 28.5 8 ) 28.5 8 ) 
車両トン数 T  t 車 2  2  2  
積載率 k  % 90  90  90  
時間価値原単位   円/h 16.8 5a ) 16.8 5a ) 16.8 5a ) 









_  円/t-処理量 482,341 5b ) 206,995 5b ) 356,285 5f ) 
スケールファクター X   0.36 5b ) 0.62 5b ) 0.43 5f ) 
含水率 w  % 75 5b ) 75 5b ) 75  
排水処理単価   円/t-排水処理
量 
300 5c ) 300 5c ) 300 5c  
リサイクル残渣率 re  % 15 3 ) 10 5c ) 10  
リサイクル残渣処分単価   
円/t-残渣処理
量 









輸送単価 a  円/t･km 28.5 8 ) 28.5 8 ) 28.5 8 ) 
車両トン数 T   t 車 2  2  2  
積載率 k   % 100  100  100  
時間価値原単位   円/h 16.8 5a ) 16.8 5a ) 16.8 5a ) 
速度 v  km/h 41.6 9 ) 41.6 9 ) 41.6 9 ) 
利益 
リサイクル料金による収入単価 R  円/t-処理量 9,843 5e ) 9,843 5e ) 9,843 5e ) 
再生品の付加価値単価   円/t-再生品量 7,000 3 ) 3 5c ) 15,000 13 ) 
5a) 物流センサス８）より算出       5d) 北九州市の自己搬入処理費用 11）を適用 
5b) 北大報告書３）より，算出または記載データ    5e) 北九州市の家庭ごみ袋単価 12）と仮定 









































T  は収集工程で使用する車両のトン数（t）、r  は積載率（%）である。収集費用は式5.17で求め
た総輸送距離を用いて、藤井らの論文 14）を参考に以下の式より対象地域 i の収集費用







COST  14.019.0_            (5.19) 



























14.019.0_       (5.20) 


















































000166.0421036.0              (5.22) 
  
図5.16 人口密度と田畑面積率の関係    図5.17 可住地面積あたりの豚の飼養頭数と 











 4238.1_364,295,2_  inDensityinPig            (5.23) 













































































































表 5.8 費用最小化計算・利益最大化計算を行ったときの結果 
食品廃棄物（堆肥化施設） 人口密度分布① 人口密度分布② 人口密度分布③ 
処理費用 
最小化 
総費用が最小になったときの処理費用 円/t-搬入量 2,017 1,358 3,048 
総費用が最小になったときの処理量 t-搬入量 36,646 152,719 15,191 
総費用が最小になったときの収集運搬距離 km 40 20 70 
総費用が最小になったときの中間処理後の輸送距離 km 10 10 10 
利益 
最大化 
利益が最大となったときの利益 百万円 1,675 3,416 508 
利益が最大となったときの処理量 t-搬入量 338,976 427,774 120,237 
利益が最大となったときの収集運搬距離 km 370 370 350 
利益が最大となったときの中間処理後の輸送距離 km 50 20 20 
食品廃棄物（メタン発酵施設） 人口密度分布① 人口密度分布② 人口密度分布③ 
処理費用 
最小化 
総費用が最小になったときの処理費用 円/t-搬入量 4,855 3,138 6,830 
総費用が最小になったときの処理量 t-搬入量 73,292 212,109 27,621 
総費用が最小になったときの収集運搬距離 km 80 40 120 
総費用が最小になったときの中間処理後の輸送距離 km 0 0 0 
利益 
最大化 
利益が最大となったときの利益 百万円 828 2,250 145 
利益が最大となったときの処理量 t-搬入量 256,522 399,836 69,562 
利益が最大となったときの収集運搬距離 km 280 280 250 
利益が最大となったときの中間処理後の輸送距離 km 0 0 0 
食品廃棄物（飼料化施設） 人口密度分布① 人口密度分布② 人口密度分布③ 
処理費用 
最小化 
総費用が最小になったときの処理費用 円/t-搬入量 2,505 2,492 3,233 
総費用が最小になったときの処理量 t-搬入量 18,323 101,812 15,191 
総費用が最小になったときの収集運搬距離 km 20 10 70 
総費用が最小になったときの中間処理後の輸送距離 km 70 260 10 
利益 
最大化 
利益が最大となったときの利益 百万円 1,360 3,345 758 
利益が最大となったときの処理量 t-搬入量 238,199 425,023 181,363 
利益が最大となったときの収集運搬距離 km 260 360 420 
利益が最大となったときの中間処理後の輸送距離 km 870 470 90 
 
 









































図 5.20 メタン発酵の結果（人口密度分布②） 
 
 
図 5.21 飼料化の結果（人口密度分布②） 
 
5.5 売却単価と有価値物含有割合を用いたモデルの検証 




























































































 使用したデータは表 5.9 に示す。なお、廃棄物の発生量は人口比例、中間処理施設のスケール




図 5.23 処理施設からの距離と人口の関係 











































表 5.9 設定パラメータ 
 含水率 残渣率 売却単価 輸送単価 
アルミ 0％ 10％ 139,000円/t 214.6円/tkm 
廃プラ 0％ 21％ 30,000円/t 174.5円/tkm 
古紙 0％ 10％ 10,000円/t 153.5円/tkm 
食品廃棄物 75％ 15％ 7,000円/t 219.5円/tkm 
 











































































































































































































































図 5.25 費用最小化計算･利益最大化計算を行ったときの結果(処理施設が福岡市に立地した場合) 
 
 
























































































































































































































































































































































































































































































表 5.10 設定パラメータ 
  ケースＡ ケースＢ 
  設定値 出所 設定値 出所 
発生 排出原単位 0.0916 t/人･年 7) 0.0916 t/人･年 7) 
輸送工程 
輸送単価 28.1 円/t･km 8) 221 円/t･km  
車輌トン数 2 T 車  4 T 車  
積載率 90 %  90 %  
時間価値原単位 16.8 円/h 5g) 16.8 円/h 5g) 
速度 41.6 km/h 9) 41.6 km/h 9) 
処理工程 
基準とする中間処理施設の規模 1 t/年 5h) 1 t/年 5h) 
基準とする中華処理施設の処理単価 482,341 円/t 5h) 482,341 円/t 5h) 
スケールファクター 0.36  5h) 0.36  5h) 
含水率 75 % 5h) 75 % 5h) 
排水処理単価 300 円/t-排水処理量 5i) 300 円/t-排水処理量 5i) 
リサイクル残渣率 15 % 7) 15 % 7) 
リサイクル残渣処分単価 10,000 円/t-残渣処理量 5j) 10,000 円/t-残渣処理量 5j) 
処理後の 
輸送工程 
輸送単価 28.1 円/t･km 8) 179 円/t･km  
車輌トン数 2 T 車  4 T 車  
積載率 90 %  90 %  
時間価値原単位 16.8 円/h 5g) 16.8 円/h 5g) 
速度 41.6 km/h 9) 41.6 km/h 9) 
    5g）物流センサス８）より算出            5i）環境省の報告書 10）記載データより推計または記載データ使用 
    5h）北大報告書３）より、算出または記載データ    5j）北九州市の自己搬入処理費用 11）を適用 
 
(2) 対象地域区分 













して、田畑面積率を式 5.22 から推計し、堆肥の単位面積あたりの施用量は 30kg/a とした。 
 
5.6.2 分析結果 















図 5.27 シミュレーションの結果（左：ケースＡ、右：ケースＢ） 
福岡県 北九州地方 福岡地方 筑豊地方 筑後地方
佐賀県 北部 南部
長崎県 北部 南部
熊本県 熊本地方 阿蘇地方 天草･芦北地方 球磨地方
大分県 北部 中部 西部 南部














































































































11) 北九州市 HP：ごみの自己搬入について， 
<http://www.city.kitakyushu.lg.jp/kankyou/file_0054.html>，(2012/3/19 最終アクセス) 






15) 福岡県 HP：福岡 Dataweb，<http://www.pref.fukuoka.lg.jp/dataweb/>，(2012/7/5 最終ア
クセス) 
16) 平成 21 年度地域循環圏に関する九州会議：生ごみ資源化事例報告（九州地域生ごみ対策研究
会成果），2009 




19) 農林水産省：畜産用飼料の暫定許容値設定に関する Q&A，2012 
20) 株式会社数理システム：NUOPT（汎用数理計画法パッケージ） 








 福岡県三潴郡大木町では、2011 年 10 月から「家庭系使用済み紙おむつの分別回収」を開始し、




























児用紙おむつは 8,630 百万枚（29.5 万 t）で、大人用紙おむつは 5,445 百万枚（28.1 万 t）生産さ
れている。2015 年には乳幼児用紙おむつは 8,297 百万枚（28.3 万 t）、大人用紙おむつは 7,000














































表 6.1 リサイクル施設の概要 
事業者 トータルケア・システム株式会社 
施設所在地 大牟田エコタウン 
対象廃棄物 病院・介護施設等から排出される使用済み紙おむつ。2011 年 10 から福岡県
大木町の家庭から回収される使用済み紙おむつも対象。 
処理方法 水溶化処理による素材別分離 
処理規模 20t/日（約 10 万枚） 
 
 

















































図 6.2 使用済み紙おむつリサイクルシステム境界 
 
 











 本研究では、日本建築学会の「建物の LCA 指針」５）および産業環境管理協会の「JEMAI-LCA 
Pro」６）、「LCA データベース」７）、「MiLCA」８）、環境省・経済産業省の「温室効果ガス排出量
算定・報告マニュアル」９）の CO2排出原単位を用いた。リサイクルプラントの排水汚泥からの肥
















































表 6.2 CO2排出原単位の設定 
 CO2排出量原単位 出典 
水溶化処理システム 
電力 0.564 kg-CO2/kwh ① 
工業用水 0.070 kg-CO2/m3 ① 
放流水 3.061 kg-CO2/m3 ① 
ガス 0.176 kg-CO2/m3 ① 
塩化カルシウム 0.744 kg-CO2/kg ② 
メタノール 2.228 kg-CO2/kg ③ 
次亜塩素酸ソーダ 0.789 kg-CO2/kg ① 
苛性ソーダ 1.677 kg-CO2/kg ② 
高分子凝集剤 2.660 kg-CO2/kg ④ 
廃プラスチック 
直接排出分 2.770 kg-CO2/kg ⑤ 
RPF 製造 0.137 kg-CO2/kg ③ 
汚泥発酵肥料の製造 40.500 kg-CO2/t ⑥ 
比較項目 
焼却 0.192 kg-CO2/kg ⑦ 
直接排出分（プラスチック） 2.770 kg-CO2/kg ⑤ 
埋立 0.261 kg-CO2/kg ⑦ 
上質パルプ 1.054 kg-CO2/kg ② 
石炭燃焼 0.097 kg-CO2/MJ ① 
単質肥料 0.458 kg-CO2/kg ① 
① 日本建築学会：建築の LCA 指針５） 
② 社団法人 産業環境管理協会：MiLCA８） 




⑥ 下水汚泥発酵肥料の製造に関する LCA10） 
⑦ 社団法人 産業環境管理協会：JEMAI-LCA Pro６） 
 
c) 輸送工程の設定 
























































表 6.3 CH4及び N2O 温室効果ガス排出量原単位係数の設定 
 メタン（CH4） 亜酸化窒素（N2O） 
RPF 使用 0.00035 t-CH4/t 0.00017 t-N2O/t 
下水汚泥発酵肥料の製造 
（低質パルプ、乾燥ベース） 
0.136 t-CH4/t   
下水汚泥発酵肥料の製造 
（脱水汚泥、乾燥ベース） 
0.133 t-CH4/t   
一般廃棄物の焼却処分 0.00000095 t-CH4/t 0.0000567 t-N2O/t 
下水汚泥の埋立処分 0.133 t-CH4/t   
 













を行った方が、年間 1,423t の CO2削減効果があり、その削減率は約 37%であることがわかった。
リサイクルシステムと比較対照の CO2排出量の内訳を図 6.5 と図 6.6 に示す。部分的に見てみる
と、リサイクルシステムにおける水溶化システムに対応するのは、比較対照では焼却処理・埋立




分となる。なお、石炭は RPF に比べ発熱量が高く、必要重量は RPF に比べ少なくなるが、単位







図 6.4 LCI 分析による比較結果 
 
 
図 6.5 水溶化処理システムの CO2排出量の内訳 
 
 



















































































 本研究で用いたコンコーダンス分析法の流れを、図 6.7 に示す。 
 任意の一対の代替案 i と i（ i 、i =1、2、･･･、n : ii  ）に対して、コンコーダンス集合
iiC お
よびディスコーダンス集合
iiD を以下のように定義する。ただし、 ijP を代替案 i の基準 j に関する
評価値とする。 
  jiijii PPjC   |                (6.1) 
  jiijii PPjD   |                (6.2) 








jii WC                 (6.3) 
すなわち、基準となる代替案 i と比較対象となる代替案 iに対して各評価指標を比較し、評価指標
j に関して i が iより優れている（あるいは同じ）場合に、その重みを可さんすることによって作
成される。一方、ディスコーダンス指標
iid は、代替案 i について、比較対象の代替案 iに対して
劣っている度合いを計算することによって作成される。各評価基準の評価値の最大値と最小値と
の差を




































               (6.5) 
 
iii dce                   (6.6) 
 
 




 本研究では、使用済み紙おむつの分別・リサイクルの評価基準を 2 段階に分けた。評価指標の
全体像を図 6.8 に示す。 
 まず、基準 1 に、社会側面として「A ごみ出しの利便性・快適性」と「D 地域活力・福祉力」、
経済側面として「B 経済面」、環境側面として「C 環境面」の４つを設定した．基準 2 には、基準
1 の下にそれぞれ、「A1 衛生面」、「A2 分別の手間」、「A3 ごみの出しやすさ」、「B1 家計」、「B2




















内容は、図 6.8 に示す基準 1 間と基準 2 間の重要度比較、基準 2 に関して評価対象に対する一対

























































































図 6.8 評価指標の全体像 
74 
 
表 6.5 紙おむつの・分別リサイクルに関する住民意識調査内容 


























B1 家計 指定ごみ袋購入費用など。 
B2 行政の費用 家庭ごみの収集運搬、処理・処分にかかる費用。 
B3 地域経済への影響 家庭ごみの処理・リサイクルによる地域への波及効果（地産地消、雇用創出、観光など）。 
C1 地球温暖化 ごみ処理の過程で発生する二酸化炭素等の温室効果ガス、それによる地球温暖化への影響。 
C2 天然資源への影響 ごみ処理によって失われる資源の量。 


















 個人属性の性別については図 6.9 に、年齢については図 6.10 に、同居している人については図
6.11 に示す。両センターとも回答者の性別は女性が多い結果となった。年齢に関しては、シルバ










配布数 35 件 29 件 
配布回収方式 直接配布・回収方式 
実施期間 2013 年 1 月 15 日～1 月 23 日 




図 6.9 アンケート調査における回答者の男女比 
 
図 6.10 アンケート調査における回答者の年齢比 
 










図 6.14～6.17 に、基準 1 ごとの評価値の分布（紙おむつ分別ありのケース）を示す。社会側面と
した、A ごみ出しの利便性・快適性と D 地域活力・福祉力の評価値の分布においてもプラスの評
価値であることから、紙おむつの分別・リサイクルに関して社会側面の好評価がされていること















2件 20件 3件 

























図 6.12 年代別の総合評価の分布（分別あり） 図 6.13 年代別の総合評価の分布（分別なし） 
 
  
図 6.14 基準 1-A におけるの評価値分布      図 6.15 基準 1-B におけるの評価値分布 
（分別あり）                 （分別あり） 
  
図 6.16 基準 1-C におけるの評価値分布  図 6.17 基準 1-Dにおけるの評価値分布 




(N=13) (N=4) (N=2) (N=20) (N=3)
30代 40代 50代 60~74歳 75歳～
(N=13) (N=4)   (N=2)    (N=20)    (N=3)
30代 40代 50代 60~74歳 75歳～








システムの方が CO2 排出量が少なく、その削減率は約 37%であることがわかった。従来の処理

















1) 社団法人日本衛生材料工業連合会：日衛連 NEWS，No.72，pp.2-3，2011 
2) 社団法人日本衛生材料工業連合会：日衛連 NEWS，No.36，pp.6，2001 
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